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経済財政諮問会議労 働市場改革専門委員会   

第一次報告（平成19年4月6日）のポイント  

「働き方を変える、日本を変える」－《ワークライフバランス憲章》の策定－  

○ 日本の労働市場の現状をみると、様々な働き方の間に大きな「壁」が存在。こうした「壁」は、生活の豊かさ   
を享受する機会、将来に向けて意欲を持って働く機会を狭めるものであるとともに、経済成長を制約する要因   
となり、人口減少時代にあって貴重な人的資源を浪糞することを意味。働くことと生活が両立できないことは、   
結婚・出産を抑制し、少子化を加速。  

○ 目指すべき10年後の労働市場の姿の実現の鍵は、「働き手が、多様で公正な働き方の選択肢から、ライフ   

スタイル、ライフサイクルにあわせて選択できるようになること」  

○ すべての就業希望者にとって充実した働き方が可能となるよう就業率の向上を図るとともに、そうした就業が   

豊かな家庭一地域生活と両立するよう、労働時間の短縮と合わせて取組みを進める。  

就業希望者が就業できるようにする  

2017年までに  

15～34歳の既卒男性の就業率を89％から93％に引上げ  

15～34歳の既卒未婚女性の就業率を85％から88％に引上げ  

25～44歳の既婚女性の就業率を57％から71％に引上げ  

フルタイム労働者の労働時間を短縮する  

2017年までに  

完全週休二日制の100％実施 年次有給休暇の100％取得  

残業時間の半減 フルタイム労働者の年間実労働時間を1割短縮   
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（資料1）  

労働市場改革専門調査会  

第1次報告   

「働き方を変える、日本を変える」  

－《ワークライフバランス憲章》の策定－  

（目次）  

はじめに一働き方を働き手の視点から見る一   

策1草間題認識－6つの「壁」の克服を目稗して－  

1．働き方を巡る環境変化   

（1）企業を巡る変化   

（2）働き手を巡る変化   

2．克服すべき課題   

（1）働き手が直面する6つの「壁」   

（2）経済成長に対する制約   

第2書 目括すべき労働市場の姿一多様で公正な働き方を保障一   

第3章《ワークライフバランス意章一働き方を変える、日本を変える－》の策定  

1． 就業率の向上と労働時間の短縮  

（1）若年者の就業率向上  

（2）女性の就業率向上  

（3）高齢者の就業率向上  

（4）生活充実のための労働時間短縮   

2． ワークライフバランス実現への本格的取組み  

おわりに   



労働市場改革専門調査会第1次報告   

「働き方を変える、日本を変える」  

－《ワークライフバランス憲章の策定》－  

（主要なポイント）  

現在の「働き方」を巡る問題を、働き手の視点から検討するとともに、  

人材の活用、経済の生産性向上のための労働市場政策のあり方を考える。  

働き方を巡る問題を、6つの「壁」に整理。これらを克服するための改革  

の方向性を提示。  

まず、目指すべき10年後の労働市場の姿を整理。働き手が、多様で公正  

な働き方の選択肢から、ライフスタイル、ライフサイクルにあわせて選  

択できるようになることが鍵。  

その上で、今回の第1次報告では、年齢や性別にかかわらず働きたい人  

が働けるような弾力的な労働市場を目指すとともに、特にワークライフ  

バランスを実現するための取組みの基本的なあり方を明らかにし、その  

ための10年後の数値目標を以下のように示した。  

① 若年者の就業率を、15～34歳層の男性については4％、15～34歳層  

の未婚女性については3％引き上げ。  

② 女性の就業率を、25～44歳層の既婚女性については14％引き上げ。  

③ 高齢者の就業率を、60～64歳層については13％、65～69歳につい  

ては12％引き上げ。  

④ 労働時間については、完全週休二日制の100％実施、年次有給休暇  

の100％取得、残業時間の半減を通じて、フルタイム労働者の年間  

実労働時間を1割短縮することを目標に働き方の効率化を図る。  

さらに、ワークライフバランスの本格的な取組みを進めるために、《ワー  

クライフバランス憲章一働き方を変える、日本を変える一》を策定。  

第1条：多様な働き方の権利を含め、働き方の共通原則の確立  

第2条：税・社会保障等、働き方に中立的な制度への改革  

第3粂：多様な保育サービスの提供、保育所の整備による待機児童の解  

消  

第4条：働き方の見直しを通じた仕事の効率化で年間実労働時間を大幅  

に削減  

第5条：政労使による合意形成の仕組み  

1．  

2．  

4．  

5．  
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子ども・子育て応援プランの厚生労働省  

関係施策について  

（厚生労働省資料）  

平成19年4月27日   



講ずるべき施策   16年度実績  17年便乗綾  子ども・子育て応援プラン日棟伯  

機業や産実の実際、働くことの表象職業生活等に関して生徒に理解さ  厚生労働省所管課室調べ   実施回数 4352匝】   

平成17年3月3＝］現在）   
参加者数 434．1（】9人  生労働省所管課主調ベ  厚生労働省  キャリア探索プログラムの推進   せ自ら考えさせるためハローワークを通じ企業人等を講師として学校に  実施画数 2．958恒】              派遺する。  参加者数 330．676人  

若年者のためのワンストップサービスセ  若年者のためのワンストップサービスセンケー（ジョブカフェ）において、地域 の t  、セ…  延べサービス利用者数 1086   
企業や学校などと達し蕃  報援 カウグや瞼   人   菅諌主調べ（平成18年3月31日  厚生労働省   

美綺介などの各種サ¶ビスを－iして提供する凸   就職決定者級5．3万人  厚生労働省・経済産業省所管課雪洞ペ（平成17年3月31日 現在）  延べサービス利用者数  就隣決定者数臥9万人  樫済度某省   

若年者試行雇用の活用   学卒未就職者などの鼻糞経験が十分ではない若年者を対象に、3か月  常用雇用   厚生労働省所管諌室調べ   常用雇用   生労働省所管課室譲ベ   常用雇稲梓行幸 80％   
間の試行雇用を活用し、常用雇用の実現を支援する。   移行率 80％   平成17年3月31日現在）   移行率 80％   平成18年3月31日現在）   厚生労働省               （平成用年度までの目棟）   

若年者向けの実践的な教育・職業熊力闘先の仕組みとして、企業での実  公共世業能力開発欄忍及び民間の教育  
日本版デュアルシステムの推進   習と教育・鼠稟訓練の細合せ実施により、若者を一人前の職業人に育て  独）雇用・陀力闘発機構等関係横間調べ（平成17年6月）   訓練機間での受講者数  独）雇用▲能力開発機縞等闇係機関調べ（平成柑年6月）  厚生労働省   

る新しい鞍業訓練システムである「日本版デュアルシステム」を推進する．   40，299人  

個々人の海業生活の設計や、それに即した職業選択、能力開発等を支  
キャリア・コンサルタントの養成   鑑するFキャリア・⊃ンサルタント」を養成するとともに．その活用を推進す  厚生労働省調べ（平成16年席末）   約3万6千人   厚生労働省調べ（平成17年産末）  

約5万人  

る。   
（平成18年度までの目標）  厚生労働省   

就屯後3年  託瞳後3年  

地姐二おける若年労働者の相互交流や企業人事管理者の講習等の取  以内の離縁串  
厚生労働省所管課主調ベ  中学卒704％   厚生労働省所管課童顔ベ   新規学卒就職者の就職後3年以内の離払車を  戦場定着の促進  
平成13年4月一平成16年3月末の期間に離職した割合）  高校卒49．3％  毎年度対前年度比で減少 （平成18年度までの目標）   厚生労働省  錮を促進するとともに、働くことに関わる幅広い相談に身近に応する体制 を整備する。  

大学卒35．4％  大学卒35．7％  
（平成13年3月卒業者）  （平成15年3月卒業者）   

①企≠蠣における奄う⊥廠わ取組の鞭i 川‘ 野’・ミ，ノ‡？求二1貧；   ヲ∵笥三・ニ【てi澤 乎≠ニラ；で・㌢仁子矛こ′ニ㌻？‡豪環 薫汚輩窄撃落野照準鱒ヂ肇詐攣肇 ．、＿。．．  苓撃準琴野璧野 ．遠海厳寒綬肇蒔準翳瞑撃家事汚節彗‘肇草夢二二琴 

一般書業主行動計画の策定   厚生労■省所管課調べ  行動計画を策定し．次世代書成支援に取り組  
大企業   平成18年3月31日現在）  む企集の割合大企業100％   

計画の策走を支援するとともに当該計画に定める昌棟達成など一定の  厚生労働省  
中小企集   届出企業数  件生芳書省所書課譲ベ  行動計画を策定し、次世代育成支援に取り絹  

】657劉二  平成18年3月31日現在）  む企集の害l食中小企業25％   

ファミリー・ブレンドノー企業の普及促  事業主の意識啓発等により、仕事と育児が両立できるような様々な制度と  227企業   厚生労働省所管課調べ   
進   270企業   厚生労働省所管課調べ   

早場環境を持つ企集（ファミリー・フレンド」一企業）の替及を促進する血  （平成16年度）  平成】7年度）   
700企業（21年度までの累計）  厚生労働省  

②青児休業≠度専についての取覿の♯遭 査去誇索敵ヌ 融▲惑    ＞：嘉法適擁㌫裏表掬虔 差越脇恕毎坤癒■豆料藩士嘉示嘉房㌔表 
・たニ′ニi  育児休業制度を就業  

書児・介護休業法について、制度の周知等を図るとともに、企業の制度と   厚生労働省  規則に規定している   厚生労■雀   
育児休業制魔の定書  して定着するよう．育児休業制度が就業規則に未整備の事業所への指  企業の割合  「女性雇用管理基本調査」  企業の割合  100％   厚生労欄雀  

導を徹底する。   61・4％  （平成14年度）  61．6％  平成17年度）   
／兼1■捕虜βα人  （二好■捌併∂α人以上βaJ％ノ  

喀）仕事と生活の■和のとれた■き方わ棄凛ふ ※纏嘉各条巌 ノ、．こ・∴。ごぶ    筑醗ぎ豪‘窪宅ノき窄＿写て波長女東予鳥 ぬわ転海容蓉藩た頭上 
書児期にある労働着の生活等に配慮しつつ労働時間等の設定の改善を  
困ることが人材の礫保や生産性の向上につながることについて労使当事  

長時間にわたる時間外労働の是正    者に周知するとともに、フレックスタイム制等の弾力的な労≠時Ⅶ制度の  過労働時間60時間以上の雇用者の割合： 11 長時間にわたる時間外労働を行っている者1 以上減少  厚生労働省   

活用等により多様な鵬き方を実現することを通じて、曇時間にわたる時間  ．7％   割  
外労≠の是正を図る。   

年次有給休暇の取得促進  労働着が子育てのために年次有給休暇を取得しやすいようにするため、 計画的付与制度の導入 、好事例の紹介や恵菰啓発活動を推進する。   絵休職の取得率47．1％   
少なくとも55％以上   厚生労働省   

テレワークの実態調査を行うとともに、テレワークに間する企業内制度やセ  国土交通省  
キュリティの高いテレワーク環境の導入の推進、創業・事業化を容易にす  「テレワ→ク・SOHOの推進  

総務省  
テレワークの書及促進  るための必要な環境整備場入のためのガイドラインの鮭錯推進組織に   こよる地域活性化のための   就業人口に占めるテレワーカの比率  国土交通省 平成17年度テレワク   20％（平成22年までの目標）   厚生労僧侶  

よる普及活動等を通じて、適正な就業環境の下でのテレワークの普及捉  総合的支援方策検討調査」  実態調査報告書」  
進を図る．   （平成14年度）   

国土交通省   
⑥再就■瞥の促進  ニこ  蝉；二触ヒ云 

進   育児時間に配慮した隕某訓練等の推   育児中の求職者が公共輪業訓練を受講できるよう、柔軟な訓練コース時 間の設定を行う．重た、民間機関も活用して再就職希望者のニーズに対 応した烏集訓練を実施する 439コース、7524人が受講 雇用・推力開発機縞調べ  
平成18年5月現在）  厚生労働省   

。   

書児が一段落し、再就職を希望する者等に対し育児▲家事等と就瞳の両  
立を支援するため、子ども連れでも利用しやすい施設を整えた「両立支援  1か月当たりの相談件数  
ハローワークJにおいて、職業情報の提供、ガイダンスの実施、多様な職業  約18．000件 

両立支援ハロワークにおける再就職     紹介の実態等による再就駄支援を推進する。   紹介件数   厚生労働省所管課書調べ  紹介件勤   厚生労働省所管課筆調べ  
の援助   また、蟻頻分析に基づく＃葉能力評価制度の整備により、個人の隠菓能  （平成17年4月～平成柑年2月）   （平成16年4月～平成17年2月）   約16】000件 厚生労働省  

力や企業が求める駿棄権力が明らかになることで、円滑な再就職を促進  就職件数  
する。   約3．000件  約2．400件   

育児が一段話し、再就樅を希望する者寿が∴求人の年齢制限により求隠  
求人年齢の上限の緩和促進   活動の制約を受けることがないよう、ハローワークの窓口等で個別の企業  公共職業安定所における全求人に占める  厚生労働省所管課室調べ   公共賎業安定所における全求人に占める  厚生労働省所管課空調ベ  30％（平成17年虔）  

に対する啓発・持場等を行うなど、求人年齢別限緩和の取組を推進す  年齢不問求人の割合 42．5％  （平成18年3月）  
ガ平成相手暦吉でのβ厨5り％  

る。   
「年度厨紺月／二お竹飢引軌乱   




